販売代理店契約書

株式会社　　　　　　　　（以下「甲」という。）と　　　　　　　　株式会社（以下「乙」という。）は，乙の商品販売取引に関して次のとおり契約を締結する。

第１条（目　的）

相互の信頼関係の保持と相互利益ために，乙は甲に対し本契約に定める条件に従い，甲が乙の商品を販売する非独占的権利を許諾する。

第２条（事前確認）

甲および乙は，本契約を締結するにあたり事前に次のことを確認した。
（１）　甲および乙は，それぞれ独立した事業者であること

（２）　乙は，甲が本契約の意思決定に必要な情報を開示し，説明を行ったこと

（３）　甲から乙へ，甲の会社概要等の資料提出があったこと

第３条（著作権および商標等の表示）

甲は商品の販売活動，広報宣伝活動を行う場合は乙の定めるところに従い，乙の著作権表示および商標表示を行うものとする。

第４条（販売許諾）
甲は，本契約に定める乙の商品をそのまま，第三者に販売することができる。新製品，追加提供商品，ライブラリ製品については，その都度，両者協議の上，その取り扱いを定めるものとする。
第５条（取扱商品および価格）

乙が甲に提供する商品および乙から甲への引渡し価格（仕切り価格）は，別紙１に定めるものとする。乙は別紙１に定める商品の価格およびその他条件を変更する場合，変更する３ヶ月前に書面により甲に通知するものとする。
第６条（支払方法）

甲は，商品の代金を商品の納入月末締翌月　　日までに消費税を加え乙の指定する銀行預金口座に振り込んで支払うものとする。振込みに関する手数料は甲の負担とする。
第７条（遅延損害金）

甲が支払期限までに商品の代金を支払わない場合，乙は甲に対し，支払期日の翌日より支払日までの日数に応じ，年率１４．６％に相当する金額を遅延損害金として請求できるものとする。

第８条（販売・技術支援）

乙は商品カタログ，商品情報，技術情報，エンドユーザー向け評価版，その他を乙が必要と認めた場合，無償で甲に提供するものとする。

第９条（納　入）

１　乙は，甲から注文を受けた商品の納入期日を甲に提示し，納入期日までに商品を納入するものとする。甲は，「購入申請書」に必要事項を記載の上，発注する。

２　乙は納入期日までに製品を納入できないと認められるときは，速やかにその理由を甲に通知し，甲乙協議のうえ納入期日を定める。

第１０条（検査）

甲は，乙から製品の納入を受けた場合は，商品数量を３日以内に確認し受領した旨を乙に知らせる。

第１１条（保守サービス）

１　甲は，甲の顧客に対するサポートを行うにあたり，乙の製品に関して，電話，ＦＡＸ，電子メール等による乙からの無償サポートを受けることができる。
２　乙の社員に対し，甲が現地派遣を依頼する場合は有償とし，費用等の条件については甲乙協議の上，取り決めるものとする。

第１２（機密保持）
１　甲および乙は，本契約によって入手した相手方の機密について守秘義務を負うものとする。
２　甲および乙は，本契約によって入手した相手方の機密について管理し，本契約の有効期間中，および本契約終了後３年間は，第三者に開示してはならないものとする。ただし，既に公知公用のもの，本契約以前に知得していたもの，甲が独自に開発したことを証明できるものについては，この限りではない。

第１３条（契約期間）

本契約の契約期間は契約締結日より１年間とする。ただし，期間満了の１ヶ月前までに甲乙いずれか一方，または双方より契約解除の申し入れのない場合には，本契約はさらに１年間自動的に延長されるものとし，以降も同様とする。

第１４条（譲渡）

甲および乙は，事前の書面による相手方の承諾がない限り，本契約上の地位の全部または一部を第三者に譲渡してはならいものとする。

第１５条（契約解除）

１　甲または乙が次に掲げる行為をしたとき，相手方に書面にてその行為の中止，または是正を求める事ができる。書面による催告を受領した日より，１５日を経過しても行為を改めない場合，本契約を解除する事ができる。

（１）　虚偽の報告を行ったとき

（２）　その他本契約に違反し，本契約に定める義務を履行しないとき
２　甲および乙は，相手方が次の各号の一つ以上に該当した場合，直ちに本契約を解除することができるものとする。
（１）　他から差し押さえ，仮差し押さえ，競売処分，破産，民事再生，特別清算，会社更生手続きの開始または申し立てを受けたとき
（２）　自ら破産，民事再生，会社更生の適用申請を行ったとき
（３）　支払停止，支払不能になったとき
（４）　手形または小切手が不渡りとなったとき
（５）　乙の信用を著しく毀損しまたは毀損するおそれがあるとき
（６）　法人解散，営業の廃止，合併または営業権に影響のある株式構成の変化，著しい組織変更等により相手方に本契約を存続することが，適当でないと認められるとき

第１６条（契約終了後の処理）

本契約が終了した場合は，甲は乙に対する一切の債務を直ちに履行するとともに，甲は乙から貸与されたすべての物を返却するものとする。

第１７条（損害賠償）

甲または乙は，相手方の契約違反により損害を受けた場合，損害賠償を請求できるものとする。ただし，天災地変，暴動，労働争議，行政処置，その他合理的支配を超えた原因による損害は含まれないものとする。

第１８条（効　力）

本契約が終了後も第６条，第７条，第１２条，第１４条および第１７条は有効に存続するものとする。

第１９条（専属的合意管轄裁判所）

本契約に関する紛争については，　　　　　　地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
第２０条（協　議）
本契約に定めのない事項，および甲乙間に疑義の生じた事項については，その都度甲乙協議して円満に解決を図るものとする。
本契約の成立を証するため本契約書を２通作成し，甲乙各記名押印の上，各１通を保有する。

平成　　年　　月　　日
甲：住　　　所　　　　　　　　　　　　　乙：住　　　所　　　　　　　　　　　　

　　会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名　　　　　　　　　　　　
　　代表取締役　　　　　　　　　　　印　　　代表取締役　　　　　　　　　　　印

別紙１
１　提供商品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　＊その他製品については，必要に応じ協議の上，決定するものとする。

２　価格および甲への引き渡し（仕切り）価格
（１）　価格（定価）
乙から提供される商品価格表とする（別紙２）。

　　（２）　仕切り

①　定価の　　％とする。
②　保守契約費用については，保守契約費用の　　％とする。

３　甲の社内導入について
甲は本契約締結の際，社内利用として乙の製品を必要数購入するものとする。価格は定価の　　％とする。
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